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東京のスマートシティ戦略について



東京都 戦略政策情報推進本部 について

概要

戦略政策情報推進本部は、東京の成⾧戦略やＩＣＴ利活用の更なる推進のため、

平成31年4月に新たに設置された組織。

当本部において、東京の成⾧に向けた取組を戦略的かつ集中的に推進していく。

定数・予算（令和２年度）

155名・24,253百万円

主な事業

○国家戦略特区の取組の推進

○外国企業誘致の促進

○国際金融都市・東京の実現

○「稼ぐ力」の強化に向けた「Society 5.0」実現のための調査・検討

○ＩＣＴ施策の推進
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「Society 5.0」社会実装モデルのあり方検討会①

平成31年4月
東京版「Society 5.0」の実現を目指し、
有識者検討会を設置

小池百合子都知事
坂村健 東洋大学
情報連携学部⾧
（座⾧）

平成31年4月～令和2年2月
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「Society 5.0」社会実装モデルのあり方検討会②

３



「TOKYO Data Highway基本戦略」 発表

• 世界最速のモバイルインターネット

網の建設に着手し、

５Gネットワークを早期に構築する

「TOKYO Data Highway

基本戦略」を発表

令和元年8月29日
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「スマート東京実施戦略」 発表

• あり方検討会※1や、

戦略ビジョン※2等を踏まえ、

都のスマート東京関連

政策の全体像を提示

※1:「Society 5.0」社会実装モデルのあり方検討会

※2:「未来の東京」戦略ビジョン

令和2年2月7日

５



スマート東京の実現に向け、取組方針として
3つの柱を立て、施策を展開

スマート東京の実現に向け、取組方針として
3つの柱を立て、施策を展開

「電波の道」で「つながる東京」（TOKYO Data Highway)
戦略ビジョン：「電波の道」で、いつでも、誰でも、どこでも「つながる東京」を実現する

公共施設や都民サービスのデジタルシフト（街のDX）
戦略ビジョン：データ共有と活用の仕組みをつくり、行政サービスの質を向上させる

1

2

3
都庁のデジタルシフト（都庁のDX）

戦略ビジョン：都庁のデジタルトランスフォーメーションを強力に進める

すべての人とモノがIoTでつながり、都市全体がスマート化することで

東京を世界で最も便利で生活満足度の高い都市へと進化

６



スマート東京で変わる都民の暮らし

 東京2020大会時、海外からの来訪者を含めた全ての人が、大会会場や移動中にインターネットを
スムーズに活用することが可能となる

 5Gネットワーク整備により、格段に速いブロードバンドサービスを体感できるとともに、学校の
Wi-Fi環境整備により、未来を担う若者が充実したネットワークサービスを受けることが可能となる

セーフ シティ

スマート シティ

 災害時における気象状況や被災情報等のリアルタイム把握により、迅速に防災行動情報を提供できるな
ど、被害の軽減や早期復興を図ることが可能となる

ダイバーシティ

 タブレットやPC、AR/VRを活用した授業、島しょ地域における遠隔医療など、地域･年齢･性別・ 言
語等に関わらず、誰もがどこにいても、一人ひとりの状況に応じたきめ細やかで必要なサービスを受
けることが可能となる

 自動運転やキャッシュレスの普及など、生活に密着したサービスがデジタル化されることで、日々
の煩雑な作業などから解放され、快適で活力に満ちた生活が実現可能となる

 行政手続のデジタル化/オンライン化や納税等のキャッシュレス化等により、役所に行かなくても紙
がなくても必要な手続きが可能となる

快適な通信環境

生活の質が向上

便利で効率的

「電波の道」で「つながる東京」（TDH）1

公共施設や都民サービスのデジタルシフト（街のDX）2

都庁のデジタルシフト（都庁のDX）3
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スマート東京の全体像
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スマート東京実現に向けた2020年度予算の概要

イノベーション創出のための予算投入を開始し、
全庁的なムーブメントを醸成

イノベーション創出のための予算投入を開始し、
全庁的なムーブメントを醸成

■ 2020年度 スマート東京関係予算の特徴
 既存のシステム経費等を除く、スマート東京実現のための2020年度予算は158億円と

なり、前年度比約8倍の予算を計上

 2020年度予算はスマート東京実現に向けた第一歩の予算で、今後の財政需要の増加に
備えて「スマート東京推進基金」も創設

９



スマート東京の実現に向けたデータプラットフォームの基本方針（2020年2月発表）

多様な主体が公共データや民間データなど様々なデー
タをオープンAPIで呼び出し連携する官民連携データプ
ラットフォームを構築する。

官民連携データプラットフォームの構築1

都内のエリア全体を対象として、センサー等から取得し
たデータをもとに、建物や道路等のインフラ、経済活動、
人の流れ等の様々な要素をサイバー空間上に再現する
「都市のデジタルツイン」の構築を目指す。

都市のデジタルツインの実現2

サイバー空間上に東京を可視化するWebサイトの構
築に取り組む。同サイトで、例えば、人流データ等をもとに
道路・公共交通の混雑状況や、ビル群の日照状況の推
移などが確認できるようにする。

デジタルツインを伝えるWebサイトの構築3

行政データ、公益事業系データ、民間データの順に取
り扱っていく。官民連携データプラットフォームのアーキテク
チャは、マシンリーダブルな形でリアルタイムにAPIでデータ
連携が可能なものとする。

データ・アーキテクチャ4

官民連携データプラットフォームのユーザーは原則有償
とするものの、中小企業、スタートアップ、起業家、NPO
等には無償とすることを検討。また、障壁となり得る現行
規制の精査や、規制緩和などの環境整備を進めていく。

民間との連携や規制緩和などの環境整備5
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都市のデジタルツインのイメージ

官民連携データプラットフォーム
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今後の準備会の体制

横断的な議論・
WGの設置など

個別分野の
課題・対応策検討

など

官民連携データプラットフォーム
運営に向けた準備会

施設系
混雑WG

交通系
混雑WG

バリアフリーWG、
防災WGなど

・・・
必要に応じ
随時設置

・・・

有識者で構成

分野毎の関係者（企業等）で構成
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令和2年度 データ利活用実証プロジェクト事業

対象
新型コロナウイルス感染症防止対
策をはじめ、社会的な課題の解決
等に資するプロジェクト

選定プロジェクト数 全体で６つ

支援費用
選定した６プロジェクト合計で
最大８千万円程度

実施期間
令和２年８月～11月（予定）

防災情報の提供

３密回避・混雑
回避のための
情報の提供

交通上の
混雑情報の提

供

バリアフリー移動
支援情報の提供

選定テーマ
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選定プロジェクト （1/3）
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選定プロジェクト （2/3）
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選定プロジェクト （3/3）
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スマート東京（東京版Society5.0）の実現に向けた先行実施エリアプロジェクト

デジタルの力で東京のポテンシャルを引き出す「スマート
東京」の実現に向け、データや先端技術が集積するエリアに
様々なサービスの連携や都市間の連携を実現する都市OSを
実装することによって、エリアに密着したリアルタイムデー
タ等を活用した複数領域横断型のモデルプロジェクトを支援
する。

これらの取組を推進することで東京のスマートシティ化を
加速させ、将来的な他地域への横展開を視野に入れた世界に
先駆けたモデルを構築する。

事業概要

支援内容
 選定ＰＪ:① 大手町・丸の内・有楽町地区スマートシティプロジェクト

② Smart City Takeshiba
③ 豊洲スマートシティ

 補助対象:地域価値の向上を目的とした企業・団体等の共同事業体（エリアマネジメント団体等）
 補助内容:① エリアにリアルタイムデータ等を蓄積させるためのルール等の整備にかかる費用

② リアルタイムデータ等を活用した実証プロジェクトの実施にかかる費用 など
 補助率 :２分の１（上限額:４千万円）
 支援期間:３か年
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３エリアの概要

大丸有エリア 竹芝エリア 豊洲エリア

多数の企業が集積
するビジネスエリア

街の再開発が進んで
いる産業集積地

業務・商業・住宅の
複合市街地

ワーカーや来街者等
へのサービス実現に
よる、街のポテンシャ
ルの拡大・レジリエン
スの増強

回遊性の向上、安心
安全、混雑回避、
防災力の強化等

駅周辺や飲食施設
等の混雑、防災対策
の強化、市場観光の
充実等

デジタル基盤を構築し、
都市の「アップデート」
と「リ・デザイン」を
推進

竹芝版都市ＯＳを構
築し、最先端技術及
びリアルタイムデータ
を活用したサービスを
実装

豊洲版都市ＯＳを

構築し、観光・防災
など複数領域横断
型のサービスを実装

エリアの特徴

エリアの
主な課題

取組の方向性
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① 大手町・丸の内・有楽町地区スマートシティプロジェクト

[主な実施主体]
一般社団法人大手町・丸の内・
有楽町地区まちづくり協議会

[対象エリア] 
大手町・丸の内・有楽町地区
（約120ha)

[プロジェクト概要①]

 ポテンシャルの拡大・レジリエンスの増強と

いう観点で「区域の発展的課題」を見出し、

スマートシティ化によりその解決を目指す。
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① 大手町・丸の内・有楽町地区スマートシティプロジェクト

[プロジェクト概要②]

 ビジョンオリエンテッドによ

るスマートシティの実現に

向けデジタル基盤を構築

 データ利活用型エリアマネ

ジメントモデルを構築し、

他地域へ展開
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② Ｓｍａｒｔ Ｃｉｔｙ Ｔａｋｅｓｈｉｂａ

[主な実施主体]
一般社団法人竹芝エリアマネ
ジメント

[対象エリア] 
竹芝エリア（約28ha）

[プロジェクト概要①]

 最先端技術及びリアルタイムデータ等を

活用したサービスを実装するため、竹芝版

都市OSを構築

 将来的な他地域への横展開を視野に入れ

た世界に先駆けたモデルを目指し、地域

や分野を横断した事業を実施
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② Ｓｍａｒｔ Ｃｉｔｙ Ｔａｋｅｓｈｉｂａ

[プロジェクト概要②]

 課題に対して、都市OSの下支えにより複数領域を横断したサービスの

社会実装を実現
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③ 豊洲スマートシティ

[主な実施主体]
豊洲スマートシティ推進協議会

[対象エリア] 
豊洲エリア（約246ha）

[プロジェクト概要①]

 多様な施設・個人が共存・共栄する「ミクス

トユース型スマートシティ」の実現に向け、

豊洲版都市ＯＳとデータ取扱ルールを構築

 サービス連携プラットフォームを構築し、

順次先行サービス実証を実施
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③ 豊洲スマートシティ

[プロジェクト概要②]

 データを活用した観光・モビリティ・イート・ヘルスケア・防災など複数領域

横断型サービスを実装
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